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日本水稲生産力に関する農業気候学的研究 〔1〕

松 田 昭 美

Agro-climatic studies on the productivity of the 

        paddy rice in Japan  [  I ] 

           Akiyoshi Mastuda

緒 言

わが国の食糧生 産に お け る 水稲 の地位 は非常に高

く,例 えば昭和34年 の調査正)によ れ ば,水 稲 の作付

面積は 約3,131,000町 歩 で,こ れは田 と呼 ばれ る耕地

面 積の90%以 上 に及び,ま た全耕地面積 の約50%に

相 当 してい る.

この ように重要 なわが国の水田の水稲生産力が過去

において どのよ うな発展過程をた どり,ま たその将来

性等については多 くの重 要な問題 が存在 してい る.

水稲生産力の発展過程の解析については既 に多数の

優れた研究成 果が発表 されてい るが,こ れ らの大部分

は社 会科学的あるいは純農業技術的な立場か ら論 じら

れ たものであ り,こ れを 自然環境 との関連性の 上か ら

論 じた ものは少ない.

勿論,水 稲生産力の発展は栽培技術の進歩,品種 の

改良等 に基 くものであるが,こ のよ うな発展過程は地

域 によつて非常に異つた傾向を示 して お り,夫 々の地

域 におけ る自然的環境条件の役割 もまた見逃す ことの

出来 ない重要 な要素である.

明治以降のわが国 の水稲 生産力の発展過程をみた場

合,この間 の変動の傾向は各種の社 会的あ るいは 白然

的条件の復雑な組合せ によつて必ず しも一定 した傾向

を示 さず,大 小 い くつかの画期を示 しながら今日 に至

つてい るが,この間 の全体的な傾 向と しては明 らかに

増加の方向を持続 した長 期傾向変動 と見倣す ことが出

来 る.ま た一方年 々の生産力の変動 は一般 に長期の傾

向変動 に対 して不規 則な上下 運動を示 してい るが,こ

れ らの変動は上述 の長期傾向変動 とは本質的に異なつ

たものであ り,他 の変 動 要 素 に基 くもの と考え られ

る.不 規則変動の原因については社 会的条件の役割 も

また重要 であ るが,自 然 的条件特に気1喋条 件の年 々の

変動に帰因す る度合が非常 に高 く,水 稲生産の安定を

はかる上か ら,こ れ らの関連性を確立す ることが必要

である,

この ように実際に示 された水稲生産力 の時系列は長

期問の規則的な変動 と年 々の不規則 な変動 の和に よつ

て与え られた ものと考え ることが出来 る.

傾 向変動を求 め るため函 数関係 の定式化を行 う場

合,ど の ような方程式 を誘導す るかは研究 の目的或い

は内容によつて異 なるが,傾 向変動その ものが研究の

対 象となる場合,何 らか の理論的条件 に基 いた変動方

程式 を導 き,更 にその正否 を検証す ることが必要条件

で ある.2)

水稲生産力の発展過程 に関す る従来 の多 くの研究成

果 は夫々独 自の立場か ら有用な方程式 を適用 して何れ

も優れた結果を得て いるが,そ の大部分 は上述 した二

つの必要条件の うち何れかを見逃 している.勿 論,い

か に観客的な傾 向変動の方程式が得 られたと して も,

このよ うな傾向変動 をもた らした原 因については何 ら

の知識を 与え るものでは ないが,そ の原因 についての

理論的 な考証に対す る前提段階 として極 めて重要な こ

とであ る.

次に不規則変動に与え る自然的条件 の影響を取扱 う

場合,不 規則変動は実際 の時系列か ら傾 向変動を取除

いた,い わゆ る定常時系列によつて 与え られ る.し た

がつて この場合には傾 向変動その ものは研究の対象 と

は な ら な い の で,一 般 に純形式的な変動方程式を導

き,そ の適合性 を検証 した後 に,こ れを利用 して も差

支えない.

木研究においては便宜上水田単位面積 に対す る生産

量(反 当収量)を 水稲生産力の一つの指標 と考えて,

わ が国におけ る水稲生産力の長期変動 並び に年 々の不

規則変動 と農業気候学的 な要素 との関連性 について統

計学的な解析を行 ない,そ の客観的定量化を試みた も

のであ る.

先ず[1]に おいて は,明 治以降の水稲生産力の変 動

に関 して,地 域別 の増加の方向に夫 々特有 な指数傾向

があることを認めて,こ れにlogisticIlh線 と 称 され

る代表的な生 長曲線式のあてはめを行なつて,そ の妥



当性 を検証 した.そ して傾 向変動に関する地域的相違

の客観的 な比較並びにその傾向値あ るいは母数 と気候

条件 との関連性 について論 じた ものである.

次 に[II]に おいては,水 稲生産力の不規則変動を

規定 し,こ れ に 及 ぼす気候条件の主導的役割につい

て,相 関法に基いた統計的手法を適用 して解析 しよ う

とす るものであ る.南 北 に細長 くのび た日本列島にお

いて,北部 と南部では気候条件が非常 に異 なつてお り,

水稲生産力に及ぼす気候条件の影響 もまた 当然相違 し

て いる.そ こで本研 究では寒冷地及び温暖地の代表と

して夫 々東北,九 州を選び,夫 々の地域におけ る特性

を検討 し,ま たその相違について論 じた.こ ＼で風水

害等の気象災害 は特 に本 邦西南暖地 において重要な問

題であ るが,こ れ らについては直接 的には本研究 の対

象 としていない.し か し近時水稲早期栽培法が広範 囲

に導入 されて いるが,こ れは一面では気象災害対策 の

一つで もあるので,本 研究では水稲栽培期の可動性 と

気温の関係について,九 州の場合 を一例 として,そ の

概要を述べ る.

本研究を進 めるに当り九州大学武 田京一教授 には絶

え ざる御指導 を与え られた,ま た研究 とりま とめ全般

については高 田雄之教授,同 じく田辺邦美教授,作 物

学的見地 か ら永松土 已教授,統 計学的見地か ら土屋圭

造助教授 に夫 々懇篤な御指導を与え られた.更 に坂上

務助教授 初あ九州大学農業気象学研究室員諸氏には絶

えず有益な助言 を与え られた.ここ に付記 して謝意に

代え る次第で ある.

I水 稲 生 産 力 の 長 期 傾 向 と 気 候3)

1.は し が き

わが国の稲作 は世界の栽培分布 か らみればほとんど

その北限に近 い.4・5)それだけに 気温 による制約 は著

しく,特 に北海道,東 北地方等 においては しば しば冷

害になやまされてい る.

それに も拘わ らず,わ が国北東部の最近の稲作 の発

展にはめざま しいものがある.

ここでは明治時代か ら最近 に 至 るまでの70余 年間

を さしあた り一つの期間と考えて,こ の間の水稲生産

力の発展過程 を論 じ,更 に気候条件 との関連性 を得 よ

うとす るもので ある.

水稲生産力の長期傾向に関 して環境条件 の果す役割

は,環 境条件 の相違によつてもた らされた各地域 の生

産力の差別 の状態が,栽 培技術 の進歩,品 種 の改良等

の農業技術的条件 に基 いた生産力の発展 によつて次第

に変革 され,や がては環境条件の 与える影響 その もの

を変換 させて,新 た な差別をつ くつて ゆ く過程である

とい うことも出来 よう.

このよ うな意味 において,環 境条件の解析は,云 い

換えれば社会的条件 に対す る従属性 の把握 にあ ると云

え る.

こ ＼では全国的にみた水稲生産力の発展過程に対 し

て,地 域 的発展過程が どのよ うに展開 してゆ くかを客

観的に比較 し,ま たその発展過程 の変位の状態 を気候

条件特に最 も重要 と考え られ る気温 との関連性 につい

て観察 したものであ る.

従来,水 稲生産力の長期傾 向に関す る気候学 的取扱

いについて の研究は非常に少 く,特 に全国的な規模 に

おいて論 じられた ものは殆ん ど見 当らない.

本研究では 単に気温条件 についてのみ解析 した もの

であ るため,不十 分ではあるが,比 較的大面積 の地域

的特性 の把握 としては,一 応処期 の目的を達 し得 たと

=考え る.

2,水 稲収量の消長に関する概括

明治18年(1885)か ら昭和33年(1958)に 至 る47

年間のわが国水稲生産高の発展過程を示せば第1図 に

示 したよ うになり,作 付面 積の増加の割合}こ比べて,

実収高の増加は著 しく大 き く,し たがつて反当収量 も

それに伴つて増大 してい る.い まこれ らの増加の割 合

をみ るために便宜上明治18-22年 の5力 年平均値 と,

最近の昭和30-33年 の4力 年 平均値を 比較す ると第

1表 に示 したようにな る.

Tablel.

このよ うな収穫高の増加 は明治以降採択 された,あ

らゆ る農業技術の進歩によつて もた らされた もので あ

るが,この間 の発展過程 をたどつてみ ると,決 して一

様ではな く,大 小い くつかの画期を示 しなが ら複雑 な

変動を して いる.し か しなが らこ ＼で用いた統計期間

74年 を一つ の大 きな期間と考えて,こ れを大局的にみ

た場合,反 当収量に関 しては大正の中頃迄 のいわゆ る

前半期では比較的順調な増加過程を不 しているのに比



Fig.1.全 国 水 稲 作 累 年 傾 向(1885-1958).1)

べ,そ れ以後の後半 期に おいては次第 に増加の割合が

衰 えて,反 当収量増加割合の停滞何{向が現われて きて

いる.但 し 昭和30年 以降の連続豊作 は明治以降の水

稲生産 力史上最 も画期的な現象であ ると考え られ,従

来 の顕著な 停滞 傾向を打 ち破 る観 さえあるが,こ の問

題 については,更 に将来の傾向を も検 討す る必要があ

り,未 だ今後の課題 と して残 されよ う.

いずれに して も全国的な傾向と して,増 加の割合 が

次第に停滞 して来たことは事実であ る.

次に反 当収量(以 後単 に反収 と略称す る こ と が あ

る)の 発展過程につ いて,こ れを府県別にみ ると,更

に複雑な様相を示 し,夫 々の府県特有 の傾向を持つて

いるので,簡 単に記述す ることは困難で ある.し か し

これを定性的に概括すれば次に示す ような3つ の類型

に大別す ることが出来 る.即 ち

類型I,期 間初期の反収は一般 に低い値を示 してい

るが,反 収の増加速度は年 と 共 に 漸増 し,反 収(縦

軸)の 変動 は年 次を横軸に した場合下に凸状を示す,

いわゆ る反収増加速度の漸増傾 向を示す もので ある.

日本北部の北海道 あるいは東北地方の多 くが この類型

に属 してい る(第2図A).

類型ll,反 収 の増加傾向がほぼ直線的に推移す るも

ので,厳 密 には上述 した類型1か,若 し くは後述 の類

型IIIに属す るものが多いが,何 れ もその傾 向が顕薯で

な く,ほ ぼその中間 の傾向を有 するものであ る.こ の

類型に属す るものは,関 東,北 陸地方等の本邦中北部

に多 くみ られる(第2図B).

類型III,期間 初期の反収は他 の類型に比 べて相対的

に高いのが普通で あるが,反 収 の増加速度は漸 次減少

し,反 収(縦 軸)の 変動は上 に凸状を示す,い わゆる

反収増加速度 の漸減 傾向を示す場合 であ る.こ の類型

は本邦西南部に多 くみ られ,特 に近畿,四 国あ るいは



増加に比 して尚緩慢であ る.

このよ うに地方別にみた場合,初 期の反収 の相異に

比 べて最近は より'1,:均化されて,水 稲生産力に関す る

限 りで は,従 来 考え られていた先進地あ るいは後進地

の観念 は次第に改め られなければな らな くなつて きて

い る.

以下このよ うな反収 の発展過程について若干 理論的

な解析 を行 なつてみ る.

3.反 当収量の傾 向変動

(1)反 当収量 の長期傾向について

水稲反収の長期傾 向に関 しては既に多 くの研究成果

が発表されてい る,例 えば 森木6)は 明治12年 以降の

主要農作物の全国累年統計の変化を示し,そ の直線性

を仮定 して,反 収 の直線回帰を導き,各 作物間の比較

を行なつてい る.

沢村7)は 明治16年 か う昭和31年 に至 る74年 間に

つ いて,二 次の回帰 山線の適用を仮定 し,そ の結果か

ら次に示すよ うな地域別の4つ の型を識別 した.

○ 反当収量増加段階

(1)反 収増加漸増型(北1毎 道,東 北)

(II)反 収増加漸減型A(関 東,東 山)

(III)反 収増加漸減 型B(東 海,中 国)

○ 反当収 量減少 段階

(IV)反 収漸減 型(北 陸,近 畿,四 国,九 州)

第3図 は上 記 した夫 々の型を示 したものであ る.

Fig.2.反 収年 次傾 向の 類 型.

九州にこの類型の顕著なものが多い(第2図C).

以上類型化に関す る3っ の定性 的な区分を行 なつた

が,夫 々の府県について詳細に検討 して みると,こ の

よ うな類型化に関 して,か な り判つき りした地域性 が

示 され る.即 ち本 邦東北部の地方で は初期の低 い生産

力がかな り長期間 にわたつて続 いてい るが,そ の後次

第に上昇傾 向を示 し,よ り最 近の著 しい増収は,本 邦

西南部の従来上位生産地帯 と考 え られていた地方 を凌

駕す る程になつて きた.一 方 西南部の地方 においては

早 くか ら水稲作の先進地 と して高い生産量をあげてい

たが,反 面で は増加の割合が次第に停滞 して今日 に至

つてい る.昭 和30年 以降 の豊作 も,東 北部の著 しい Fig。3・ 反収 の変 動傾向 に お け る諸 類 型・



また加藤8)は 明治44年 か ら昭和30年 に至 る45年

間について同 じ く二 次曲線の成立 を仮定 して,そ の傾

向変動を求め,更 にこの期間 をい くつか の小 さな期間

に区分 して,各 期の比較あ るいは府県間の 比較等を詳

細に行なつて,大 正以降の水稲生産力発展に関す る農

業史的解析を行 なつてい る.

既に述べたように木篇では水稲生産 力の長期傾向が

研究の対象であるか ら,先 ず導入 した変動方程式 には

前提 とな るべき何 らか の理論的根拠 がなければな らな

い.既 往の多 くの研究 は,た とえ傾向変動その ものを

研究の対象と したと して も,方 法 と しては純形式的な

傾向線を適 用 したもの と云えよ う.

さて,作 物生産量の変動に関す る理論的考察の中心

課題 は生産に関与 す る諸要素の結合あ るいは組合せに

関す る問題であ り,こ の結合あ るいは組合せによつて

もた らされ る結 果について,一 般 に論 じられてい るよ

うな収穫に関す る諸法則が生れてい る.

例えば,収 穫逓減法則については,久 保田9)によれ

ば"農 業に利用された一定面積の土地に対 して同一 単

位の労働 と資本財 を投下 しつづける限 り,一 般 にそれ

らの投下 が或限度以上に及べば,生 産物の量はそれ ら

の投下 に対 して相対 的に減少 して来 る傾向が ある"と

定 義してい る.即 ち農業技術の不変を前提 と し た 場

合,生 産物の量 は或限度を こえ ると相対的に誠少す る

ことがあ ることを示 した ものである.し か し実際には

農 業技術 には日 々改良 が加え られてお り,こ れに基い

て収穫 は逓増す るため,逓 減法則に対 して相殺的に作

用 している.

しか し乍 ら実際上,た とえこのよ うな法則 が成立 し

たと して も,そ の変動 の系列は非常に複雑 であるため

に,こ れ らの法則が どのよ うに作用 しているかを知 る

ことは夢実上困難であ る.し か しその反面,与 え られ

た変動系列 に対 して如何なる函数をあてはめるのが最

も妥当であ るかを考えて帰納的にその傾向変動を論ず

ることは出来 る.ま た 函 数 を 誘 導 す るための前提条

件 を考察す ることによつて,傾 向変動に関す る理論的

な解析の段階に間接的に1妾近 ぜしめ る こ と は可能で

あ る.

既 に古く 人口 増加 の傾向 変動に関する研究を端緒 と

して誘導 された 代表的理論曲線 にlogistic山 線 と称

す る生長曲線があ る.そ の後 この曲線は多 くの生物現

象に適用 され,更 には単に生物現象に限 らず工業生産

物の発展過程1{,)等の非生 物的現象 にも適用 し得 ること

が認め られ,そ の適用範囲は広い.

しか し本来が人口問題あ るいは一定の条件下におか

れた生物の増殖等の問題 について導 かれた も の で あ

り,こ れがそのま ＼本邦の水稲反収 の発展過程に適用

され ることが許 され るか どうかは疑 問で あるが,以 下

logistic曲 線の概 要を示 し,更 に これが適用の可能性

について述べ る。

(2)変 動方程式の適用について

R.A.Verhulstii)に よつて与 え られた10gistic山

線 は"人 口増加 に関す る等比級数法則の成立を阻止 す

るような抵抗は,人 口の増加 と共 に増大す るとい う事実

か ら,こ れを人口の大 きさそのものの函数である"

と考えて これを次のように示 した.

但 しy;人口,';時 間,a;常 数

即 ち入口は本来等比級数的に増加 しようとす る傾向

を有 してい るが,こ れ が種 々の障碍のために実現 しな

いことか ら,そ の障碍 または抵抗を人 口の函数 と考 え

た,し か し乍 らこの 抵抗常数f(y)を 知 ることは実

際上困難で あ る た あ,便 宜上最 も簡単な場合 として

f(y)==by2を 与え,(1)式 を次の ような形で示 し,こ

れを10gistiC曲 線 と名付けた.

RaymondPearlandLowellLeedii)はVerhulst

とは 全 く独 立 に(2)式 と 同 じ公 式 を 誘導 し,実 験 室 に

お け る果 実 蝿 の一 種 の増 殖 状 態 が,こ の 曲線 に よつ て

極 め て よ く表 現 せ られ る こ とを 明 らか に した と云 わ れ

て い る.

次 に(2)式 に よ つて 示 され た10gistiC曲 線 の 性 状

を簡 単 に記 せ ば 次 の通 りで あ る.

a>0の 場 合

t-→ 十 ・・ に お いてy=Kに 収 束 し,

t-→ 一 ・・ に お いてy=-0に 収 束 す る.

した がつ て この場 合yは0か ら始 つ て そ の極 限 値

は κ と な る.

一 方a<0の 場 合 は そ の 反 対 に 曲 線 はy= -Kか ら

アー0に 向 つ て減少 す る.第4図 曲 線1はa>0の 場

合 のyの 傾 向 を示 した もの で あ る.

次 に(2)式 を時 間tで 微分 す れ ば



Fig,4.Logistic曲 線.

とな り,既 に示 したよ うにyの 増加速度 はyに 比例

して増加す るが,一 方 ア2に 比例 して減少す る(第4

図山線H).

(3)式 を更に微分す ると

即ちyの曲線 は ・ ・即ち ・ に只一 つの

変曲点を持つ ことに なる.ま た 変曲点 における時点

trは(2)式 か ら

で 与え られ る,し たがつて第3図 曲線1か らわか る

ようにyの 曲線は む に 対 し て 単調 な対称曲線であ

る.ま た欄 で示 した増加速度は変 曲点におい

て最大 とな り,そ の値は(3)式 か ら

で 与えられ る.

次に(3)式 においてyの 値がKに 比 べて極 めて小

さい場合 近 似的に と置 くと とな

ってｙ の増加 はほぼ等比級数的 に 変化す ることを意

味す る.言 い換 えればIogistic曲 線の 最初の部分 は

ほぼ等比級数的に変化 してい ると考 えて良 い(第4図

曲線m).ま た(3)式 か ら相対増加速度 を求め ると

によつて 与え られ,相 対増加速度 は最初か ら絶えず誠

少 の傾向にあ るので,実 際の系列 に適用す る場合,そ

の相対増加速度が現 に漸増 しているような系列には適

用す ることが出来 ない.ま た一 方logistic曲 線にお

け るｙ の値はその極大値1(に 達す る迄絶 えず増加す

るので あるか ら,ｙ 自身 の値が既に極 限値 を越えて,

次第に減少の傾向をもつてい るよ うな系列 にも適用す

ることは出来ない.

このよ うにlogistic曲 線 は傾向 変動の 限 られた範

囲0)も のに しか適用 出来ないがその範 囲内においては

第4図 か らもわかるように種 々の形の 曲線をその軌道

の中 に含んでいる.

例えば曲線軌道の最初の部分においては,さ きにも

述べたよ うに増加の速度がほぼ等比級数的に上昇 し,

逆に終 りの部分においては増加の速度が漸減す る下 向

きの変化を して いる.ま た中央 の部分ではほぼ一様 な

直線的増加 を 示 している.こ のよ うに10gistiC曲 線

は増加率の逓降1唄に組織 的に配列 されてい るとい う特

徴を有 し,求 め ようとする系列の変動が何れの部分 に

投影 されるかによつてその発展段階を 判断す ることが

出来 る.

明治維新 によつて面 目を一新 したわが国の農 業は水

稲の生産量 にも良 く反影 されて,そ の当初においては

何れの地方 も著1しい増収をもた らしたが,次 第に地域

的な相違 があ らわれて反収発展 の定性的類型化におい

て述べたよ うに甚だ異なつた様相を呈する に至つた.

次にい くつかの例を用いて反収増加の指数傾 向が最

初の時期か らどの程度まで維持 されてい るかを第2章

で述べた定性的類型別に調べ てみ ると,大 要次の通 り

であ る.

先ず第5図Aは 類型1に 属す る も の の 中か ら北海

道,青 森県 を代 表として 選 び出し,反 収ｙ の対数値

の年次変動を示 した ものであ るが,何 れ も全期間を通

じて線形 に変化 してい ることがわか る.実 際にこの回

帰直線を求 めてみ ると夫 々

北海道;(8)

青森県;(9)

によつて 与え られ,回 帰係数 に関す る有意性 の検定結

果は何れ も非常 に有意 とな り,反 収増加の傾 向がy=

ea('+`)な る単純 な指数曲線で 表わ され る ことが わか

る.

次に第5図Bは 類型]1の 場 合について小 した例であ

るが,線 形傾 向の示 され るのは最初の 部分のみであつ

て,そ れ以後は次第に減少傾向を示 してい る.第5図

Cは 類型皿に属す る府県 の例であるが,反 収 が指数的

に増加 して いる期間は更 に短か く,そ の減少 傾向は 著



Fig.5.反 収 年 次 変 動 の 指 数 傾 向.

しい.

以上僅かな例を示 した に過 ぎないが,本 邦東北部の

一 部を 除 い て,大 部分の地方は既 に指数段階を過 ぎ

て,よ り増加速度の衰えた種 々な傾 向を示 してい るこ

とがわか る.

これ らの傾向が さきに 述べた10gistic段 階に含ま

れ る種 々な形の曲線 の何れかに相当 して い る と仮定

して,全 国並びに地域別の反収 の 時 系 列 に 対 し て

logistiC曲 線の適合 を試み る.

(3)水 稲の統計 資料について

本研究に関 して利用 した水稲関係 の統計 資料は主 と

して,農 林省発 円の農 作物累年 表1)に よるものである

が,こ れ らの資料の精度に関 してはかな り疑問な点が

あ ることは既 に 一般に指摘 されてい るところであ り,

利用の仕方 によつては無意味 な結果を誘導す ることも

あ る.し たがつて これを利用す るに先立ち,こ れ らの

資料の精度 あるいは調査方 法の変遷等について若干の

知識を得てお くことが必要であると考え られ る.

さて,わ が国における農作物の 統計調 査 は 明治16

年に確立 された と云われてお り,水 稲の統 計はその 中

で も最 も重要視 された統計であるが,示 された数値が

どの程度信頼 出来 るかは甚だ疑わ しい.ま た時代 と共

にその調査方法 が幾度か改善 されてい るが,調 査方法

が大 き く改善された時には,そ の前後の統 計値 に断層

が生 じて比較 を行 うのが困難 となつて きている,

過去70余 年 間に おける水稲 の統計調査において,

調査方法の変遷か らみ ると次に示す4期 に大別 され る

とい う.12)即 ち



第1期(大 正14年 以 前)

明治か ら大正のは じめまで に幾度か改正 されたが大

正14年 の大改正までは 余 り 大 した違 いはなかつた.

この期においては調査結果の報 告責任者 は府県知事で

あ り,府 県単位に項 国別に報告がな された.統 計の と

り方 は 一定 の報告 様式 に従つて報告者がその義務を果

したのみで,そ の調査 方 法には何 らの規定 も与え られ

ていなかつた.し たがつて報告 された統 計値の信頼度

は概 して良好 とは云えない.

第2期(大正15年昭和15年)

農 林省 の独立を機会 に,大 改正が施 され た.

先 ず従来 の府県単位 を市町村単位に切 り換え,各 市

町村には調 査区を設けて夫々調 査員をおいた.調 査の

方法に も或程度の規定 を与え た,し か し乍 ら実際には

十分その目的 が達せ られず,昭 和8年 更 に大改正を加

え,坪 刈 り,き きとりあ るいは検見等を実施 して,こ

れを参考に した,こ れ らの改正点が どれ程 実際に実行

されたかは別 として,第1期 に比べてその精度が向上

した ことは事実のよ うである.

第3期(昭和16年昭和22年)

戦時下における米の管理制度下 におかれた時代であ

つて,調 査方法 も更に近代化 し,食 糧管理 との調整が

行われた時代であ る.し か し終戦が近づ くに従つて調

査の内容 も著 しく混乱 し,特 に昭和20年 においては

全国平均で1.376石/反 とい う甚 だ 過少な値 となつて

現われた.こ のように この期 は供 出制度に対 する農民

あ るいは食糧管理官の自己 保存のために一般 に過少評

価 された時代であると云え る.

第4期(昭和22年以降)

昭和22年 農林省 に 統計調査局,各 府県に作物報告

事務所が設け られ,統 計の作成 あるいは利用 と食糧 の

管理 との分離 をはかつた.調 査方 法 も一層近代化 し,

作付面積及び収 蜀:調査は何れ も実測素義の 立場が とら

れた.こ れ らの方法は逐年改正 が加 えられ,よ り信頼

度の高い統 計を得 ることを 目的 として 今 日に 至 つ て

いる.

以上統計調査方法の変遷 と精度 に関す る概要につい

て述べたが,試 みに調査方法に大 きな変化があつた時

期 におけ る作付面積 と反 当収量について その変遷の模

様を調べてみよ う.

第6図 は大正10年 以降 に ついて 調 べた ものであ る

が調 査方法に大 きな変化のあつた年の変動は相対的に

大 き く現われてお り,特 に昭和8年 において著しい.

また昭和23年 に もかなり 大 きな改正 が施されたので

あるが,そ の主 な点 は次の通 りであ る.即 ち収量につ

いては従来容積量を用 いていたが,こ の年か らは重量

で示す ようになつた.作 付面積に関 しては従来台帖面

積 に従つていた ものが実際の作付面積を使用 す るよう

になつた.ま た反収 は収穫面積に対 して算 出す ること

に した.こ れ らの改正 によつて第6図 に示 されたよ う

に昭和22,23年 当時の面積調査 は農家甲告に よるも

のと 著しい差が生 じた.

次に終戦前後の ものは統計調 査の混乱による過少評

価 で実 勢を示 した ものとは云え ない.こ のよ うに与え

Fig.6。 水 稲 反 収 と 作 付 面 積 の 変 化.



られた統計値その ものの信頼度は勿論のこと,調 査方

法の改 正あ るいは統計調 査の混乱等によつて もた らさ

れた変動 がかな り著しく,こ れ らの資料を利用す る場

合考慮すべ き点であ ろう.特 に短期間の系列 につ いて

その傾向を求め るときは注 意を要す る.

以下これ らの点を 考慮に入れて,な るべ く長期間の

資料を利用す る.ま た 昭和20年 の資料は特 に信頼 し

難いと考え られ るので計算か ら除外す る.

(4)全 国並びに地域別 の傾向変動

先ず明治18年(1885)か ら昭和33年(1958)に 至

る74年間 を最初か ら5年 毎 に区 切つて15期 と し,各

期における平均反収を全国並び に地域別に示す と第2

表のよ うになる.

ここで用いた地域区分は一般 の行政上に用い られて

い る地域 区分 に従つた もので 次に示す とお りである。

i.北海道

ii.東 北;青 森,岩手,宮 城,秋 田,山 形,福

島(6県)

iii.関 東;茨 城,栃 木,群 馬,埼 玉,干 葉,東

京,神 奈 川(7都 県)

iv.北陸;新潟,富山,石川,福井=(4県)

v.東 山;山 梨,長 野,岐 阜(3県)

vi.東 海;静 岡,愛 知,三 重(3県)

vii.近 畿;滋 賀,京 都,大 阪,兵 庫,奈 良,和

歌 山(6府 県)

viii.中 国;鳥 取,島 根,岡 山,広 島,山 口(5

県)

ix.中 国;徳 島,香 川,愛 媛,高 知(4県)

x.九 州;福 岡,佐 賀,長 崎,熊 本,大 分,宮崎

,鹿児島(7県)

次にlogistiC曲 線の あて はめを行 な う場合,先 ずそ

の母数 を決定 しなけれ ばならないが,(2)式 はそのま

まで は非線 形であ るため,一 般に用 い られ る最小二乗

法の適用が因難であ る,し たがつて母数決定には多 く

の方法2・10・11・13・14・15)が導 き 出されてお り,夫 々の方

法によつて求め られた値 には若干の相違 が生ず るが,

ここで はこれ らの うち次の ような方 法によつて求め る

ことにす る.

(2)式 において時間'に 対 す るyの 値 をｙ('),

その後一定時間hを 経過 した後 のｙ の値をｙ('+の と

すれば,ｙ(・)とｙ ¢刊 との間には次のような関係が

成立つ.

即ち,漏 鍍 化はy誹 対して線形に変化するの

で,与 え られた資料か らその逆数値 を算 出 して,そ の

定差図 を画いた場 合,図 上の点 が直線 になるな らば,

この系列は(2)式 で示 された10gistic曲 線に従 うと

考 えて良い.こ のよ うにして検証が行 われたな らば母

数a,K,の 値は(10)式 を用いて 容易に算定 出来 る.

以下実際の算定 にはh=1と して行 な う.

次 に残 された母数 ㎜ の 決定が問題で あるが,こ こ

では(2)式 を次のよ うに変形 して,実 際の系列か らい

くつか の 配 の値を計算 して,そ の平均値 を用い るこ

とにす る.

したがつて資料 の 選び 方に よつて,mの 値に若干

Table2.全 国並 び に地 域 別 水稲 反 当収 量 の 年 次的 変 化(石/反).

*昭 和20年 は 計算 か ら除 外 した。



Table3.反 収 の 傾 向 変 動(全 国).

の相違 があることは免れない.こ こでは便宜上系列 の

最初の方 か らあまり変動 のはげ しくない ものを4～5

個 選んで,そ の平均値を求めた.

さて,第2表 において,先 ず全国の場合について上

。己の方 法を用いて算定 す ると次の ようにな る.即 ち第

7図[B]は(10)式 の関係を定差 図に示 した ものであ

るが,求 め られた回帰直線は次式 のようにな る.

母回帰係数 β=0に 関す る仮設検定 の結果 は非常に

有意(危 険率1%以 下)と なり,こ の直 線回帰 を容認

して差支え ない.即 ち原系列は10gistiC曲 線 に 適合

す ると考 えることが出来 る.(13)式 は 求 め られ た

10gistiC曲 線の方程式 を示 したものである.

(13)式 か ら各期別 の 推定 反収(P),反 収増加速度

及び ・力年 当りの反収増速度(め ・1dt5)を算

出すれば第3表 のようにな る.

第7図[A]は これ らの結果を 図 示 した ものである

が,曲 線の変曲点 はtr=1.198と な り,そ の ときの増

加速 度(1カ ・1・当では ・…59石/反)

を最大値 として,そ れ以後は漸次減少 して今 日に至つ

てい る.

次 にこれを地域別にみ ると

北海道

北海道の場 合は既 に(8)式 で示 したように指数曲線

によつて良 く適合 されることがわかつた.し たがつて

Fig.7.反 収 と10gistic曲 線(全 国).

logistic曲 線 以 前の 段 階 と考 え られ るが,こ こで 更 に

10gistic曲 線 が ど の程 度 適 合 す る かを 調 べ て み る と,

得 られ た母 数 は夫 々a=-0.04071,1(=rrLO.72412,刑 ニ

ー0 .3334と な つてa,mは 何 れ も 負0)植 とな る.但 し

こ こで は原 系 列 の変 動 が大 き い ので 便宜 上3力 年 の移

動 平 均 値 を 用 い て原 系 列 を平 滑 化 して 算 定 した もので



Table4.反 収 の 傾 向 変 動(北 海 道).

あ る.

さて,こ こ で問題 に して い る の は反 収 が 年 次 と共 に

増 加 の過 程 に あ る傾 向 変 動 で あ り,既 にlogistiC曲

線 の性 状 の と ころ で 説 明 した よ う に,た とえ10gistic

曲 線 で良 く適 合 せ しめ得 た と して も,母 数 が負 の値 を

と る ことは,こ の 場 合 好 ま し くない,む しろ(8)式 で

示 した よ う な指 数 曲 線 で示 した方 が 良 い と 考 え ら れ

る.即 ち

y==e0.033i3s(t,+1・4782)・ ・・… 。・。(14)

た だ し(1)式 で定 義 されたlogistic曲 線 の増 加 速

度 に お いて,抵 抗 常 数b・=Oと 置 け ば,こ れ は(14)

式0)場 合 に相 当す るか ら,北 海 道 の 場 合 は10gistiC曲

線 の特 別 な場 合で あ る と考 え る こ と も出来 よ う.

第4表 は(14)式 に 幕 いて 算 定 した 結 果 で あ る が,

増 加 の傾 向は 第8図 に み られ る よ う に緩慢 で,反 収 そ

の もの は依 然 他 の 地 域 に 比 べ て低 い.

Fig.8・ 反 収 と指 数 曲線(北 海 道),

東 北

東北は北海 道と共 に指数傾向が強い地域 と考え られ

るので,先 ず指数 曲線のあてはめを行 なつてみ るとｙ

=e0.05278('+3・2}23)・ ・■■t・…(15)

で 与え られ,そ の適合度は非常に良 い.し たがつて北

海道 と同様に未だ増加速度に対 して抵抗の存在 しない

指数段階に属す ると考 えることが出来 る.第9図[A]

に示 した曲線1は(15)式 か ら求 めた ア の傾 向を示 し

た ものである.

次 にlogitic曲 線のあてはめ を行なつてみると第9

図[B]の 定差図 に示 したよ うに,直線回帰が認め られ,

有意性の検定結果は危 険率1%以下 で非常 に良い.し

たがつてlogistlC曲 線 にも良 く適 合す ることが 認め

られる.得 られた方程式 は次の通 りである.

第9図[A]の 曲線IIは(16)式 で 示 した ア の曲線

を示す ものであるが,図 か らわかるように指数曲 線

(15)式 か ら求めた 曲線1と あま り相違 がない.い ま

(2)及 び(3)式 の関係を用いて抵抗常数bを 求める

とb:=O.02074と な り非常 に小 さい ことがわわ る.

これ らの ことか ら東北の場 合,北 海道 と同様指数段

階に属す ると考 えても差支えないが,一 方では僅かな

が ら反収 の増加速度に抵抗が現れ て,10gistic曲 線

初期の段 階とも考え ることが出来 る。換言すれば少 く

とも北海道 に 比べて 一歩logistic段 階に近付いてい

ると云えよ う,



増 加の一途をたどつて 昭和15-19年 において最大値

を示 し,そ れ以 後は僅かではあるがむ しろ誠少 してい

ることを示 してい る.

関 東

Logistic曲 線あてはめのための 定差図を 示す と第

10図[B]に 示 したように,そ の 直線性が認め られ,

回帰 に関す る有意性 の検定 は危険率1%以下 となる,

Fig.9.反 収 とlogistic曲 線(東 北).

第5表 は(16)式 で示 したlogistic[Fil線 の式か ら求

めた各 期別 の反収,反 収増加速度及び1力 年 当 りの反

収増加の割合を示 したものであ る.ま た(16)式 で示 さ

れ る曲線の変曲点 はtr=11.191の ところで,こ の時

の増加 速度 一・.・97・(石/反)となる.即 ち1・gi・・i・

曲線 に基いた傾向変動では明治以降反収 の増加速度は Fig.10,反 収 とlogistic曲 線(関 東)・

Table5.反 収 の 傾 向 変 動(東 北),



第10図[A]に 示 したll{1線は(17)式 か ら 算定 した

吸びの傾向 を示 した ものであるがｙ の傾向 に

は既にかなりの停滞性 が認め られる.即 ち変曲点 にお

け る時点 はt,=2。360と な り,明 治30隼 前後におけ

る増加速度 一α・696(石/反)を 鰍 値 として,そ

れ以後 誠 少を続けている.

第6表 はこれ らの算定結果を示 した ものである.

北 陸

北陸の場合 もlogisticllk線 の 適合性 は危 険率1%

以下 で非常に良い(第11図[B]参 照).

第11図 に示 した ように増 加速度 の 停滞性 は前述 の

関東の場合よ り更 に顕著である.変 曲点の時点 は め=

-1 .674と なつて,既 に統計期間 以前に最大 増加速度

・一α…6(石/反)を 示 したこと1・な る.し たがつ

て期間 中における増加率の減少はかな り著 しくなり,

最近の増加速度は第7表 にみ られ るように初期 に比べ

て%以 下 となつてい る.

東 山

長野県を中心 とした東山は唯一の内陸域 と して特異

な水稲生産 力地帯を形成 し,最 近 にお ける最 も大 きな

Table6.反 収 の 傾 向 変 動(関 東).

Table7.反 収 の 傾 向 変 動(北 陸).



生産力地域 となつている.さ てlogistic曲 線に対す

る適合性 は第12図[B]に 示 した ように 非常 に良 くあ

てはま り(危 険率1%以 下),得 られた 変動方程式は

次のよ うになる.

躍 的 な 増収 に も拘 わ らず 全体 と して は 既 にlogistic段

階 に突 入 し,そ の 変 曲点 はt,・・7:1.283,最 大 増 加速 度

は £ 一α…2(石/反)と な り,非常に高い値を示し

ているが最近の増加率は1/2以 下 に減少 している.

東 海

東山の著 しい上昇傾向に比 べると,南 に隣接 した束

第12図 【A】に み られ るよ うに 昭和30年 以降の飛

Fig.ll.反 収 と10gistic曲 線(北 陸). Fig.12.反 収 と10gistic曲 線(東 山).

Table8.反 収 の 傾 向 変 動(東 山).



海 の場合はその停滞性 が 回立つている.第13図[A]

に示 した線形回帰の有意性 は危険率1%以 下 となり,

求め られた曲線の方程式は次式 の如 くであ る.

変曲点 の時点 はtr=-1.650と なつて,既 に統 計期

間以前に最大増加速度 を示 した

ことにな る.最 近 の増加速度は統計期間 初期に比べ

ると1/10以下 に減少 しており,そ の 停滞性 は顕著で

あ る.

近 畿

近畿は最 も停滞性の著 しい地域 と考 え ら れ る.第

14図 【B1の線形回帰 は危険率1%以 下 で 非常に有意

とな り,求 める曲線の方程式は次の如 くであ る.

Fig.13.反 収 と10gistic曲 線(東 海)・ Fig.14・ 反 収 とlogistic曲 線(近 畿).

Table9.反 収 の 傾 向 変 動(東 海).



Table10.反 収 の傾向 変 動(近 畿).

Tablell.反 収 の 傾 向 変 動(中 国).

即 ち(21)式 の変曲点 の時点は となり,

最大増加度は となつて糊 ・

高 い値 となる.統 計期間初期の 増加速度 は第10表 に

み られるように他地域 に比べて最 も高 いが,最 近では

逆 に最 も低 く,そ の増加は殆ん ど認め られ ない.

中 国

本邦西南域 としては停滞性の 最 も少 な い地域であ

る,線 形回帰の有意性 は 危険率1%以 下(第15図

[Bと な り,(22)式 は求め る曲線の方程式を示す.

また この曲線 の変 曲点の時点は'、0.102で 統計期間初期

に現 われてい るが そのときの増加速度 は

=O.0665(石/反)と な り非常に小 さい.し か し増加速度の減少

割合 も相対的 に 小 さ く最近 の値 は 一

〇.0529(石/反)で 最大期の約4/5の 増加速度で推移 し

ている.

四 国

策16図[B1に 示 した 線 形岡帰は危険率1%以 下で

非常に有意 となり,求 める曲線の方程式は次式で 与え

られ る.

第16図 【A]か らもわかるようにｙ の傾 向は近畿に



Fig.15.反 収 とjogistic曲 線(中 国), Fig,16.反 収 と10gistic曲 線(四 国).

Table12.反 収 の 傾 向 変 動(四 国),

次 いで停滞 が 著 しい.即 ち(23)式 の変曲点は　

である.ま た最近 の増

加速度は 第12表 に み られ るように 初期(t=0)の と

きに比べて約1/9近 くに減少 している,

九 州

本邦最南端 に属す る九州の場合 もその停滞性はかな

り顕著である.

ここでも第17図[B】 の 線形回帰は危険率1%以 下

で(24)式 のあて はまりは良い.次 に(24)式 の変曲

点は　 となり,近

畿,四 国 に比べ るとその停滞性は若千緩慢で ある.

最大増加速度については,こ れ らの2地 域 に比べて



小 さいが,最 近の 増加速度 は第13表 に示 したように

　となつて最 も大 き・・.

以上,全 国並びに地域別反収の 長期傾向に つ い て

10gistic曲 線の 適 合を試 みたが,北 海道 が特別で あ

る以外,何 れ も非常に良 く適合す ることが 認 め ら れ

Fig.17.反 収 とlogistic曲 線(九 州).

た.こ のことか ら明治以降最近に至るまで の比較的長

期間 の水稲反収の傾 向変動を取扱 う場合,(2)式 で示

した ような単純なlogistiC曲 線に よつて,十 分その

傾向変動方程式 とな し得 ることが認め られた.

(5)傾 向変動 の地域性

ここでは前節において算 定 し た 傾 向変動の推 定値

(,)あ る いは 変動方程式の 母数について,そ の地域

的相違の主 な点 について比較を行 なう.

第18図 は推定反収Ptに 関 し て 統 計期間 の初期,

中期及び晩期即 ちt=0,t-7及 び'14の 場合につ

いて比較 した ものであ る.

先ず折線1はPo(明 治18-22年)の 値を 地域別

に左か ら大 きさの順 に結んだ ものであるが,北 海道が

最 も小 さ く(1.0507石/反),東 山 あ る い は九州が全

国平均(1.3285石/反)に 近い.ま た 近 畿 が 最 も大

(1.5728石/反)で 北海道 との 差は0.5211石/反 と な

つてい る.こ れは明治 中期頃の水稲生産力 の地域別の

傾向を 示 した もの と考え られ るが,'=7即 ち大 正

9-13年 にはかな り異つ た傾向 とな り,順 位 の変更が

若干生 じて くる.即 ち折線Hに 示 したよ うに近畿,東

山,東 海等が大 き く,逆 に北海道は前述 と同様最 も低

い.ま た中国の相対的低位 も目立つ ている.

次 に最近の14(昭 和30-33年)に ついてみ ると

折線 皿に示 したよ うに東山,東 北の 著:しい上昇 が目立つ

て いる.逆 に北海道 は依然最低位である.ま たこの

期で は中国がかな り劣 勢を収戻 してい る.最 大値を示

す東 山(14=:.2.4952石/反)と 最小値の北海道(夕14-

1.6779石/反)で はその差が0.8173石/反 とな り,t-O

Table13.反 収 の傾向 変 動(九 州).



Fig.18.傾 向変 動 の 地 域 に よ る相 違.

におけ る近畿,北 海 道間の 差 よ り一層大 と な つ て

いる.

次 に統計期間内における増加量に つ い て は,先　

の 場 合,折 線Aに 示 した ように北海道 が最 も

小 さ く(O.2770ti/反),東 山が 最大(0.6972石/反)

で,そ の差はO.4202石/反 となつてい るが全般的 に各

地域 間の相違は左程顕著でない.と ころが大正 中期以

降の増加量　 では東北,東 山が著 し く増大 し,

逆 にこれ まであ まり目立 たなかつた近畿が僅か0.0708

石/反 となつて 最下位 となつている.ま た最 高位の東

北(0.6730石/反)と 近畿の 差 は0.6022石/反 で,各

地域間の変動 もかな り著 しい.

最後に折線Cはt=0か ら'=14に 至 る間の全増加

量 夕14一夕o,即 ち 上述の 前半期及び後半期の増加量の

和を示 した ものであ るが,図 に示 され るよ うに東北,

東山が全国平均を遙かに凌駕 して特 に目立つているの

に比べ,北 海道,近 畿は逆に何れ も非常に低い.そ の

他の地域 は全国平均よ り僅 かに低 くなつているが何れ

も0.8～0.9石/反 程度で 地域 間の相違はあま り認め ら

れない.

以上のよ うに反収 並びにその増加傾向の地域性 につ

いては地域及び時期によつてかなり大 きな相違 が認 め

られ,夫 々の地域 の特性を端的 に示 してい ることがわ

か るが,次 に反収 その ものの大きさによる地域性 の影

響を取除 き,増 加 の傾向に関するより客観的な地域性

の比較を10gistiC曲 線の性状を利用 して 求 め て み

る.即 ち夫 々の地域 の 変動が 果 して10gistiC曲 線全

経過の中の どのよ うな位 置を如何なる速度で経過 して

い るかを評価 して,各 地域間の相違を比較 しよ うとす

るものであ る.

この場合の方 法としてはG,U.Yule11)に よつて導

かれた標準logistiC曲 線を 利用す ると 都合が良い.

即 ち先ず(3)式 において常数 置き換え

,こ れを解 くと次の如 き形で示 される.

こ こで α,β は 何 れ も時 間 を示 す 常 数 で,特 にG.

U.Yuleは この α を 標 準 時 隔(standardinterval)

と名 付 けた.ま た(24)式 でt=β の と き が この 曲 線

の変 曲点 に相 当 す る.

次 に　 と して 夫 ・ α,κ を

単 位 と した変 数 変換 を行 い,(25)式 を 次 の よ うな 簡

単な形 で示 して,こ れ を 標 準10gistiC曲 線 と 名 付

け た.



Fig.19.地 域 別 の 傾 向 変 動.

Table14.標 準logistic曲 線

の 傾 向 値(全 国).

即 ち(26)式 において時間 の原点は 変 曲点 と な り

(β=の,ソ の値 は τの 値 を 与え ることによつて容易

に定 まる.

第19図 の 曲線1は ア'の 変動を示 した ものである

が,ptは 一4.5<τ 〈4.5の 期間内で 全増加の98%

を経過 して いる.ま たこの経過の速度は標準時隔 α

に対 しては常に一定で あるか ら,逆 に α の長 さによ

つて ソ の値 がどのような 経過をたどつてい るかがわ

かる.

第14表 は全国の場 合に つ い て 算定 した τ及びy'

の値を示 した もので,第18図 の曲線1上 に 黒丸で示

したのがその位置であ る.即 ちy'=0.46663に は じま

つてyt=0.80946に 達 し全増加の 約33%を 経過 して

い ることが わ か る.ま た この間の経過 の速度は α=

8.9686で ある.

次 にこれを地域別 に求め ると第15表 のようにな る.

但 しここでは簡単のためにt=0及 び'-14に 相当す

る プ 及び α の値のみを示 した.

第19図 で地域別 に示 した線分は夫 々t・・一・oか らt;

14に 至 るまでに 経過 した 位置を示 したものであ る.

例えば近畿の場 合についてみ るとt二 〇に 相 当する τ

の値 は τ二・-0.83563となつて 他の地域 に比べて最 も大

き く,ま たt=14に 相 当 す る値 も τ=5.84357で 最 大

と なつ て い る,換 言 す れ ば他 の 地 域 に比 べて10gistic

曲線 の 最 も後 期 の 位 置 か ら出発 して,し か も最 も速 い

速 度 で 経 過 して い る こ とが わ か り,反 収 増 加 の 停 滞性

が最 も顕 著 な こ とを示 して い る,逆 に東 北 の 場 合に つ

いて み る と τの値 は夫 々 τ(e。。o)=-1.00390,τ(J.,,14)=

0.25204と なつ て 何 れ も他 の地 域 よ り小 さ い,こ の こ

と は他 地 域 よ り 最 も 初 期の10gistic段 階 に寿蝿す る こ

とを 意 味 し,ま た 経 過 の速 度 も緩 慢 で あ る こ とを 示 し

て い る.



Table15.標 準logistic曲 線 傾 向値 の 地 域 別 相違.

ここで中国 の場 合は東北に 次 い で 初 期の段階に属

し,し か も経過の速度 が最小であるのは特異 な現 象と

云える.第19図 の 地域別線分の左右 に附 した数字は

夫 々t'=一-0,t・一,14に 相 当 す る 経過の位置をlogistic

段il皆の,よ り後期の方 か ら示 した順位である.

既 に述べたよ うに北海道 の場 合は他の地域 と若干 様

相を異に している.即 ち増加速度に関す る停滞性は未

だ認め られていないが,例 えば弟8図 か らもわか るよ

うに増加速度その ものはかな り低 く,同 じように停滞

性 の余 り認め られない東北 の場合の 野しい反収増加に

対 して対照的であ る.こ れ は北海道が本邦最北端 に位

置 し,稲 作に刻す る自然環境が最 も不利であること ＼

共に稲 作の歴史が非常に短 いことによ るものと考え ら

れ る.

北 海道 にお ける稲作の歴史 は僅か に道南の一 部を除

いては明治になつて初めて導入 された ものであ り,そ

の発展の経緯 も最初か らいわゆ る内地 とは異 つた様相

を呈して いる.

ここではその一例 として,作 付面積あ るいは栽培地

域の変遷 と反収の関連性 について若干 の 考察 を施 して

み る.

第20図 は明治18年 か ら昭和33年 に 至 る 間の水稲

作付面積並びに反収の変動を示 した ものであ るが,先

ず作付面積 の場合,明 治28年(1895)頃 か ら次第に

上 昇 し は じ め 大正2年 の減少 を除いては昭和7年

(1932)に 至る迄,非 常な勢いで上昇を続 けている.

しか るに昭和7,8年 及び,10,11年 の引続 く凶作を

転機として誠少傾 向を 示 しは じめ 終戦後の昭和22年

頃 まで続 いて いるが,そ れ以後再び上昇をは じめ最近

の作付面積の増加は昭和6～7年 頃の最盛期に近づき

つ つある.こ こで .上昇傾 向の最 も著しかつた大正4年

(1915)か ら昭和7年(1932)に 至 る17年間の 作付.

面積の増加をみ ると143,939町 歩におよび 同期間にお

ける全国の作付面積 の増加191,560町 歩の75.1%に 相

当す ることがわか る.

この ように概 して全国的 には余 り作付面積が増加 し

ていないの に比べて,北 海道では相次 ぐ開 田によつて

著 しい面積の拡大 をみたことは北海道水稲作 におけ る

一つの特徴であ る.

次 に反収の場 合,明 治以降昭和6,7年 頃迄の作付

面積上昇期においては反収の上昇 は殆 んど認め られな

いが,そ の後作付面積 が減少 しは じめ る頃か ら増加の

傾 向を 示してい る.

このように水田の開発 が急速に行 なわれた時代には

平均反収の伸びが悪いのは当然であ るが,そ れ以後は

相 次 ぐ凶作が転機となつて開発よ りむ しろ栽培技術の

進歩改良をはかつて既存 水田の充実整理 の時期に入つ

たとみることが出来 よ う.

第21図 は松尾16)に よつて 示 された北海道稲作の栽

培地域 の北進の状 況であるが,こ の間の経緯を良 く物

語つている.

(6)変 動方程 式適用の限界

本 邦水稲反収の長期傾 向が一部の地域を例外 として

何 れも(2)式 で示 され る単純な;ogistic曲 線によつ

て良 く表現 し得 る こと が わ か つ た が,こ こで再び

1ogistic曲 線適用の意 義につ.いて述べ,適 用の限界に

ついて若干触れてみたい.

先ず前述 した(2)式 のlogistic曲 線適用 に お い

て,吾 々は与え られた統 計期間 内においては水稲の生

産力を規制す るよ うな一般条件に変化がないもの と仮

定 して γ の極限値 κ を規定 した.し か し乍 ら若 し ア

を規制するような一般条件 に大 きな変化 があつた場合

には ア の値 はその極限値 κ を乗 り越 え て 更 に上昇

を続け得 るだろうことは容易 に想像 され得 る.事 実昭

和30年 以降の 連続豊作 は この傾 向の片鱗を示 してい

るのか も知れない.い ま一 例と して 昭和30年 以降の



Fig.20.反 収 と 作 付 面 積 の 変 動(北 海 道).

Fig.21.北 海 道 の 稲 作 の 北 進.



上昇が最 も著しい と 考え られ る地域 と して東山(第12

図 参照)を 選び,そ の上昇度 について調べてみる.

Table16.東 山.

に変化がない限 り,人 口の増加は 第19図 に示 した よ

うな経過をたど り,こ の全経過 を人 口の一循環 期と名

付 けた.し か し人口を支え る一般条件 に変化が生 じれ

ば,増 加の速度 に転位が生 じて新 しい循環期に入 ると

した,

Fig.22.Logistic曲 線 の 循 環 期.

第16表 は偏 差d.=Y.-j>`を 示 し た もので あ る が

d14(昭 和30-33年)が 特 に 大 き く,一 般 条件 の不

変 を 前 提 と した の母集団 内で は 滅 多 に起 らな い 値

で あ るか も知れ ない,そ で こ ごこで はSmirnoff15)の

棄 却 検 定 法 を用 い てd14;0.334石/反 な る値 の 出 現 確

率 を 検 討 して み る.即 ち標 本 κ1,κ2,… … κ、vに お い

て κ〃 が最 大 値(最 小 値)で あ る と し,κ ぎ が異 常 で

あ るか,ど うか を 判定 す るた め にX.vを も含 め た標 本

平 均 値X一 及 び 分 散S2を 求 め 次 式 に 示 す よ うな分 布

を 川い て 棄 却 険 定 を 行 な う,

T,。_lx一X__(27)8

第16麦 の値か ら算定 された/直はT14=2.685(表,

1%;2.800,5%;2.493)と な り危険率5%で 異常に

大 きい値で あると判定 される.し か しここで な

る偏差 は一般 に　`が 大 き くなるに従つて増大する傾

向があ ると考え られ るので,こ のような場合 には これ

を修正 した 後でなけれ ば厳密には成立 しないことに

なるが大体 の 口安を得ることは出来 よ う,そ こで この

結 果を用いれば414二 〇。334石/反 なる値は異つた母集

団か ら抽 出された ものと考 えて良い ことになる.し か

し乍 ら単に この結 果のみか ら反収を規制する一般条件

に大 きな変化が現われたと簡単に判断する ことは 早急

に」過ぎよ う.

PearlandReedは 極限 人.口を規制 する 一般条件

第22図 は新 しい 循環期への 転位の状態を模式的に

示 した ものであ る.こ のような転位が生ずるのは(3)

式 か らみて2つ の場 合が 考え られ る.即 ち極限値K

に変化趣 じた場 合と　 に変化桝 じた場合

とであ り何 れが大 き くなつて も増加速度　 は増大

し,の 曲線は上方 に一転位す る,し か し乍 ら前述 した

本邦水稲生産力の長い時系列に関 して,た とえ上述 の

東 山の場合のよ うに高い異常値が現 われた として も,

これが将来 どのよ うに持続 され るかをみた上でなけれ

ば,こ れ が転位点に相当す るか どうか を決定す ること

は出来 ない.こ の意味 において脊 後の水稲反収の動 向

には非常 に興味深い ものがある.

過去74年 間 の 水稲反収の変動 は大局 的には ここで

い う一 循環 期に属す ると見倣 して差支 えないことは前

述 の全国並び に地域別 の解析 によつて既 に検証 された

が,適 用 した(2)式 の10gistic曲 線で しばしば問題

に され るのは,こ の山線の対称性であ ると云 われてい

る,即 ち変曲 点以後の増加速度の減少 が,変 曲点以前

の増加速度の増加 と全く 同一の対称的な経過をた どら

なければな らない根拠は存在 していない.こ のことか

らPearlandReedは10gistic曲 線の拡 張を試み,

より一般 的な10gistiC曲 線 の方程式を 導いたが,実

際の適用には殆ん ど効果を示 さなかつた.

また,わ が国の地域別水稲反収 に対 して,(2)式 で

示 した単純なlogistiC曲 線 が 良 く適合 したというこ

とは非常 に意味のあることであ る,

さきにも触れたよ うにlogistic曲 線 は その全軌道

の中に い ろいろな形の山線を含んでお り,し か もそれ



が増加速度の逓降順 に配列 されているとい うことであ

る.こ の曲線はその適用 の仕方によつて一 面では形式

的な変動方程式であるとい う非難は免れ得 まいが,し

か し乍 らこの曲線の 母数K,a,mに よつて もた らさ

れ る増加率変化の体系 は 既 に第19図 に示 したように

反収年 次変化の傾向,言 い換 えれば 与え られた地域水

田の年 令を評価 し,更 には客観的な地域 別の比較をな

し得た ことに意味が あると考 え られ る.

4.反 当収量の傾向変動と気候の関係

(1)は し が き

水稲生産力の地域性 を論ず るには,関 連性 の上か ら

水 田に年間を通 じて栽培 される総ての作物の生産力即

ち水田の作物生産力の解析を行 ない,こ の範疇 におい

て水稲の生産力を論議す る必要 が あ ろ う.例 えば加

藤,8)沢 村7)等 は 水稲生産力の発展過程 の解析 におい

て,裏 作物を も含んだ水田主穀生産 力との関連性 につ

いて論 じてい る.

このよ うな意味か らすれば,こ こで水稲の生産力の

み単独 に取扱 うのは不十分であるが,既 往の大部分 の

研究 が主 と して労働 の生産性について 論議 しているの

に対 し,こ こでは生産力 に対 して従属的 な関係を有 し

ていると考え られる耕地の 自然条件,特 に気温を とり

上 げ,水 稲生産力の発展過程 とどのような関連性 があ

るかを概括 してみたい.

(2)反 収の長期傾 向と気温

一般 に温暖な地方 が寒冷な地方よ り農産物が豊富 な

ことは云 うまで もない ことであ るが,こ れが何に帰 因

し,ま たその相違 の程度が どれ位 になるかを明瞭にす

るのは容易な ことではない.

このような関連性 の一例 として,川 喜田18)は土地生

産力の指標 として,年 間 に生産 され る農作物の生産量

を1ha当 りの生産 カロリーに換算 し,こ れを生産力

指数と考 え,一 方では各地の気温の資料か ら温量指数

を算定 し,各 地区の生産 力指数 と温量指数 との関係を

調べて第23図 に 示 すよ うな 直線関係 が成立す ること

を見出 した.即 ち温 量指数 の増加につれて生産力指数

もこれに比例 して上昇す ることを裏付けた も の で あ

る.例 えば九州あ るいは四国の生産力指数 は北海道の

約3倍,東 北 の約1.5倍 に当り,土 地生産力 の差が気

温 によつて支 配されてい ることを示 した ものであ る.

但 しここでい う生産力指数 は年閥を通 じて生産 され る

農作物 生産量 の総 量を対 象と した ものであるか ら,個

々の作物 につ いて取扱 う場 合は 当然異なつた傾向を示

Fig.23・ 湿潤 気 候 帯 に お け る土 地 生 産 力 と気 候 .

す だろうことは容易 に想像 し得 る.水 稲の場合 につい

て は既 に示 した解析結果か らもわかるよ うに統計期間

初 期においては,よ り温暖な地方 が北 部の寒冷地に比

べて相対的に大 きい傾向を示 していたが,次 第に この

傾 向は くずれて,最 近では逆に東北 あるいは東山等の

寒 冷地 に生産力の大 なるところがみ られ る よ う に な

つ た.

いまlogistiC曲 線 に よつて 推定 した統計期間初期

及 び終期の反収 あ と積算温度 との関係 を示す と第24

図 のようになる.こ こで積算温度 は便宜上,日 平均気

温 が10℃ 以上の日 の年間積算値を 与えた もので,各

地域 の代表値 として県別 に夫 々数カ所 の観測値を選 ん

で,こ れを平均 したものであ る.

先ず 第24図[1}はo(明 治18-22年)と 積算温度

との関係を示 した ものであ るが,上 述 の川喜田の場合

と同様 に温暖な地域程多収にな る傾向がほぼ直線的に

与 えられ る.即 ち九州 あるいは四国に比べて北海道は

約75%,東 北は84%程 度 となつている.一方第24図

[II]はY14(昭 和30-33年)}こ ついて示 した ものであ

るが北海道を除いては逆 に寒冷地程多 収の傾向が認め

られ,積 算温度に逆比例 してほぼ直線的 に誠少 してい

る.即 ち九州あ るいは四国 に対 して東北 あるいは東山

の反収 は110～120%と なつてい る.

栽培 技術 の進歩あ るいは品種 の改良等によつて水稲

生 産力に対す る気温の影響が変化 して,上 に示 したよ

うに生 産力の地域的順位 が転位す るに至つた.し か し

ここで求めた傾向は統 計期間の初期と終期 についての



Fig.24.水 稲 反 収 と 積 算 温 度.

み示 した もので,こ の間の変異の状態 は 第19図 に 示

した地域別の位置あるいは経過速度か らもわか るよ う

に決 して単純 なものではない.第24図 に ● 印で示 し

た地域別の 値はlogistic曲線 の 抵 抗常数　

を示 したものであ り,積 算温度が 大 きい地域程 の

値 が大 き くなる傾向が示 されてい る.勿 論 このｂ の

値 がそのままで上述 したよ うな,の 変動を 裏付け る

ことにはならないだ ろうが大体 の目安は得 られ る.

次に抵抗常数 と積 算温度 との関係 を更に詳細 に検討

北 海 道
青 森
岩 手
山 形
福 島

茨 城

埼 玉
新 潟
長 野
静 岡

和 歌 山
岡 山
島 根
愛 媛
徳 島

佐 賀
宮 崎
鹿 児 島

Table17.

す るために,夫 々の地域 の中か ら1～2県 を選んで,

県別に抵抗常数bと 積算温度 θを 求めると第17表

のよ うになる.こ こでbの 値 は何れ も(10)式 を用い

て,そ の線形回帰を検証(危 険率5%ま たは1%)し

た後に,母 数 κ,αの値 を算定 して求めたものであ る.

また積算温度は上述 の地域別の場合 と同様 に県毎に

代表点と考 えられ る観測地 を数 カ所選んでその平均値

を用いた.第25図 は この関係を図示 した ものであ る

が,積 算温度 θが大 きくなるに したがつて抵抗値 う

は急速に大となり,次 式で 与えられ るよ うな指数関係

が成立す る.

b==0.OO16352eo・ooo330i9・θ ・・…。…(26)

ここで θ に対す るbの 対数値の変化は1%以 下の

危険率で線形回帰を示 し(28)式 の適 合度 は非常 に良

い.第25図 の曲線は この 傾 向を 示 した も の で あ る

が,各 県の抵抗 をみ ると,求 めた 曲線に対 して,1～

2の 例外を除 き,概 して太平洋岸が高 く,内 陸及び日本

海岸域 に低 い傾向が認め られ る.

第26図 はここに規定 し た 積算温度の分 布を示 した
、

ものであ る.

摘 要

過去70年 間における本邦 の 水稲生 産量は飛躍 的に

上昇 して今日 に至つてい るが,そ の間の発展の歴 史を

振 り返つてみ ると決 して単調 ではな く,時 代と共 に幾



Fig.25.抵 抗 常 数 と 積 算 温 度.

Fig.26.積 算 温 度 の 分 布.

(平 均 気 温 が10℃ 以 上 の 年 間積 算 値 ℃)



多 の変遷をた どり,ま た地域によつて非常 に異なつた

傾 向を示 している.一 方生産 肚の年 々の変動は生産挾

術 の進歩 した今 日において も,尚 著 しいものがあ り,

生産 に関 与する 自然環境の 重要性 は決 して見逃す こと

は出来ない.

木研究は全国的な立場 か ら水稲生産力の長期変動並

びに短 期変動 と農業気候学的 諸要素 との関連性 につい

て,主 に統計学 的な 手法 を用いて解析 したものであ る.

本報告 田 は水稲生産力の 長 期変動に 関するもので

ある。

1.水 稲生産力の発展過程を府県 別に調べて その地

域性を倹討 した結果,定 性的 には3つ の類 型に大別 し

得 ることがわかつた(第2図).ま た,こ れ らの類型は

北 部の類型1か ら南 部に行 くにしただつて順 次II,III

へ と,かな り組織的に推移 していることが認め られた.

2.水 稲生産力の長期傾 向に関 して理論的な変動方

程式を導入す ることを 考え,代 表的な生長曲線であ る

10gistiC1]il線((2)式)の 適用を試みた.

先ず全国 の場合について求め ると第7図 に示 したよ

うに,そ の適 合度は非常 に良 く明治中 期の増加速度を

最大 として,そ れ以 後次第 に減少傾向を示 して今 日に

至つてい ることがわかる.

次に全国を便宜上10の 地域 に 区分 して,夫 々地域

別に求めた結果は第8図第17図,第4表 一 第13表

に示 したよ うな る.適 合度 に関す る有意性の検定結 果

は何れ も危険率1%以下 で,10gistiCllh線 の適 用が認

め られた.

3.logistic曲 線 によつて求め られ た傾向値の地域

的な特徴を概括 すると,最 も寒冷地である北海道にお

いては,反 当収量が最 も低 く,ま た発展の速度 も最 も

緩 やかで,い わゆる内地 とは異 なつた傾向を示 してい

る.こ れに比べ北海道に次いで寒 冷な東北 あるいは東

山等では統 計期間初期の低い生産力 の位置を脱 して,

飛躍的な発展 を遂げ,最 近では最 も高 い生産力地域 と

なつている.一 方暖地 においては初期の高い生産力に

も拘わ らず,発 展の速度は緩やかで,そ の停滞性が著

しく,特 に近畿においては最近殆ん ど増加の傾向を示

していない(第18図).

次にlogistiC曲 線 の性状を 利用 して 増加傾向の地

域性 に関す る客観的な比較を 行なつて み ると,錦19

図に示 したよ うに,logistic曲 線企経過 の中のどのよ

うな位 置を,ど のよ うな速度 で経過 しているかがわか

る.即 ち特別 な場 合であ る北海道を除いては,東 北が

最 もlogistic段 階の初期 に属 し,逆 に近畿が最 も後

期 の段階に相当 し,そ の他の地域 はその中間 において

夫 々異なつた段階を示 してい る.

4.第24図 は傾 向変動か ら算 出 した 推定反収 と積

算温度(10℃ 以上の 日の年間 積算値)と の関係を統

計期間初期と終 期について夫 々求 めた ものあ るが,統

計期間初期においては暖地程生産量が大で,積 算温度

との関係はほぼ直線的 になつているが,よ り最 近の傾

向 と しては北 海道 を除 いては反対 とな り,水 稲作に関

す る限 り,寒 冷地 の生産力の方が大 となつてい るのが

現在 の状況であ る.

次にlogistiC曲 線増加速度に対す る抵抗常数b((2)

式)と 積算 温度 との関係を求め ると,第25図 に 示 し

た ようにな り,寒 冷地 に比べ暖地 では著 しく大となつ

て おり,こ れ らの間 には(28)式 で与え られ るよ うな

指数関係が成 立す る.ま た概 して こ れ ら の抵 抗は太

平洋沿岸域 に高 く,日 木海沿岸域 に低い傾 向 が み ら

れ る.
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                                     Summary 

   The production of paddy rice in Japan has made rapid development during the past 70 years. 
The progress has not always been linear. There have been several changes and different trends 
with the times and in the regions. In spite of the marked technical improvement in agriculture 
recently, the yearly variation in production is so large that we can never neglect the importance 
of natural circumstances over the rice crop. 

   This paper deals with a statistical analysis of the relationship between  long- and short-term 
variations in the productivity of paddy rice and some of the agro-climatic factors in Japan. 

   The first part [I] is concerned with the long-term variation in productivity of paddy rice. 
Obtained results are 

   1. From the result of the author's investigation of the production of paddy rice, based on 

prefectural statistics for the years 1885 to 1958, it will be able to divide into three qualitatively 
broad types (Figure 2). It is recognized that the regional distribution of the types changes system-
atically from type I to II and III, i. e. from northern part to southern of Japan. 

   2. For the comparison of productivity of the paddy rice in different regions it is convenient 
to represent the long-term trend by a curve of simple mathematical expression. So it is found 
that a logistic curve (Equation 2), which is a typical growth curve, provides an excellent fit. 
As given in Figure 7, the fitness is very good in the case of the whole country. 

   The trend curve shows that the increasing velocity is maximum in the middle age of Meiji 

(1890-1894) and then it gradually decreases till the present time (Table 3). 
   Next, the whole country is divided into 10 regions, and for each region obtained result is 

shown in Figures 8 to 17 and Tables 4 to 13. The test of goodness of fit shows that the logistic 
curve is applicable within 1 % level of significance in each case. 

   3. Summarizing the regional characteristics of estimated values of the logistic curve, in the 
coldest region, Hokkaido, the yield per unit area is minimum and the rate of development is 
comparatively low, showing a different tendency fron that of other regions. On the contrary, 
in the next coldest regions, Tohoku and Tozan, the yield emerges from the low level at the 
beginnig of the statistical series, shows a rapid progress and grows into the highest of Japan, 
recently. In the meantime, the warm regions show only a slow increasing velocity in spite 
of their high productivity in the early stage, and the stagnant property is remarkable, especially 
in Kinki, where the increasing tendency is not be shown of late (Figure 18). 

   Making use of properties of the logistic curve, an objective comparison is able about the 

position and the lapse velocity of each region in the course of the curve. Thus, except for the 
special case of Hokkaido, it is found that Tohoku belongs to the earliest stage, and Kinki to the 
latest stage ; other regions belong to the intermediate stages respectively. 

   4. Relations between estimated yield from trend equation and accumulated temperature 

(annual accumulated value over 10'C) are shown in Figure 24 for each early and late stages of 
the statistical period. It is seen that the warmer district has more yield and its trend is nearly 
linear in early stage, but this trend becomes opposite lately except in Hokkaido. Therefore, so 
far as the paddy rice crops are concerned, productivity in the cold district is larger at present. 

   Next, relation between resistance coefficient b (Equation 2) against increasing velocity of 
logistic curve and accumulated temperature is shown in Figure 25, and it is found that the 
coefficient in the warm district is much higher than that in the cold district, the relation being 
well expressed by an exponential formula such as Equation 28. Also it may be said generally, 
that the coefficient is higher in the areas on the Pacific and lower in the areas on the Japan 
Sea.


